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1. はじめに 

 宮城県東松島市は沿岸部と内陸部を有する

自治体であり，人口減少と高齢化が進行してい

る．2010 年から 2024 年にかけて人口は約 4

千人減少し，65 歳以上の高齢者は全体の約

25%を占める．2011 年の東日本大震災では，

津波により甚大な被害を受け，避難の遅れによ

る犠牲者も多く，防災計画や避難所配置の課題

が明らかとなった．現在は施設の老朽化や人口

減少により避難所機能の低下も進んでいる．本

研究では，人口分布，地理情報システム，ハザ

ード情報を踏まえ，数理的手法により災害弱者

を考慮した避難所の最適配置を検討する． 

 

2. 施設配置問題 

2.1 LSCP 

 集合被覆問題を応用した施設配置問題の一

種であり, 最小の施設数で全ての需要点をカ

バーすることを目的とする.各需要点が少なく

とも一つの施設からサービスを受けられるよ

うに, カバー半径または距離の制約を設定し, 

その条件を満たす最小の施設集合を求める. 

2.2 MCLP 

 限られた数の施設を配置する際に，可能な

限り多くの需要点をカバーすることを目的と

した立地最適化モデルである．LSCPが全需要

点を確実にカバーするための最小施設数を求

めるのに対して，MCLPは施設数𝑝が固定され

ている状況で，その𝑝箇所をどこに配置すれば

最大のサービス範囲を得られるかを求める点

に特徴がある．したがって，予算や土地制約な

どにより設置可能な施設数が限定される場合

に有効なモデルである． 

2.3 p-Center問題 

 p-Center 問題は，すべての需要点が最寄り

の施設に割り当てられると仮定し，最も遠い需

要点の距離を最小化することを目的とする．す

なわち，最悪ケースの距離を抑制し，地域間の

公平性を重視した配置モデルである．既存避難

所を必ず選ぶ制約を導入し，より現実的なもの

に対応させる．また，道路ネットワーク距離に

置き換えることで，実移動に近い最大距離を評

価する． 

3. 使用データと前提条件 

3.1 宮城県東松島市境界データ 

 国土交通省が公開している, 国土数値情報

ダウンロードサイト[1]の宮城県境界データを

使用する. 

3.2 需要点と供給点 

 供給点は 2023年 3月時点での宮城県東松島

市にある実際の津波避難所の地点と，100m規

則点群を市内に打ったものを合わせたもので

ある. 需要点は 250m メッシュ別将来推計人

口の重心とし，既存の避難所でカバーできてい

ない津波浸水想定域内を対象とする.また，供

給点のカバー半径は，高齢者が 10分で歩くこ

とのできる距離として 500ｍと設定する[2]. 

3.3 避難所の新設数 

 復興庁が公開している令和 6 年度東日本大

震災復興関連予算[3]の執行状況において，国

の復興関連予算の執行率はおおむね 8 割前

後で推移していることから，東松島市も令和 7

年度予算の土木費，都市計画費のうち８割を使

うことにし，７基の避難タワーが新設できると

設定する． 

 

4. 実験 

4.1 需要量を全てカバーする場合 

 予算や設置可能性といった現実的な制約を

一旦考慮せず，全住民が一定距離以内で避難可

能となるために必要な避難所数を明らかにす

ることを目的とし，LSCPを解く．結果を図 1

に示す． 

4.2 予算制約を考慮して需要量のカバーを最

大にする場合 

 7基の避難タワーを新設する際に，需要点の

カバー率を最大にするため，MCLPを用いる．

結果を図 2に示す． 

4.3 最大移動距離を少なくする場合 

 MCLPと同じ施設数𝑝=7を用いて p-Center

問題を解き，最大避難距離を最小化する配置を

求める．結果を図 3に示す． 

4.4 道路ネットワークを利用した場合 

 避難行動は建物や地形を無視した直線的 

な移動ではなく，道路に沿って行うため，直線

距離による評価では実際の移動距離を過小評 
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図 1 : LSCP解.    図 2 : MCLP解. 

 

 
図 3 : p-Center解. 図4 : 道路ネットワー

クを利用したモデル. 

 

価する可能性がある．そこで，道路ネットワー

クを加味した p-Center問題を解く．結果を図

4に示す． 

 

5. 実験結果と考察 

5.1 需要量を全てカバーする場合の結果 

 LSCP の結果から，全需要点を 500m 圏内

で被覆するためには，35 個の新規避難所が必

要となり，現実的に想定される避難所数よりも

多く避難所が必要であることが明らかとなっ

た．この結果は，完全被覆を目指す避難計画が

財政的・物理的制約のもとでは困難である可能

性を示唆している．一方で，LSCPは最低限達

成すべき理想状態を定量的に示す点で有用で

あり，他手法の結果を評価する際の基準として

重要である． 

5.2 予算制約を考慮して需要量のカバーを最

大にする場合の結果 

 MCLPの結果，カバー率は 38.9%となった．

主に人口密度が高い市街地周辺が優先的に選

定される一方で，沿岸部や山間部の海に近い一

部のエリアではカバーが不十分となった．これ

は限られた施設数のなかで，総カバー人口を最

大化するというMCLPの特性を反映したもの

であり，より多くの人を救う観点からは合理的

な配置であると言える．しかし，津波災害の特

性を踏まえると，沿岸部や地理的に不利な地域

は，むしろ避難困難性が高い脆弱な地域である．

そうした地域がMCLPの結果として後回しに

なってしまう点は，公平性の観点からは問題で

ある． 

5.3 最大移動距離を少なくする場合の結果 

 需要点から最寄り避難所までの最大移動距

離は 1232mとなった．p-Center問題は最も遠

い需要点からの距離を抑えるため，MCLP の

ように人口集中地域へ偏るよりも，未カバー領

域を分散的に埋める配置になった．地域間の公

平性を重視した配置モデルであるといえる． 

5.4 道路ネットワークを利用したモデルの結

果 

 最大移動距離は 1736mとなり，直線距離に

基づく分析と比較して最大避難距離が増加す

る傾向が確認された．これは，道路の迂回や交

差点構造を考慮した結果であり，実際の避難行

動より忠実に反映していると考えられる． 

5.5 考察 

LSCP により，全需要点を 500m 圏内で被

覆するためには 35箇所の避難所が必要である

ことが示され，完全被覆が現実的に困難である

ことが明らかとなった．次に，MCLP を用い

ることで，現実的な施設数制約下において，被

覆人口を最大化する効率的な配置が得られた．  

p-Center 問題による分析では，最大避難距離

を最小化することで，MCLP では見落とされ

がちな避難困難地域への配慮が可能となった．

MCLPと p-Center問題は，効率性と公平性と

いう異なる価値を代表するモデルであり，どち

らか一方が優れているというよりも，両者を合

わせて評価することで，よりバランスのとれた

避難所配置の議論が可能になると考えられる． 

 

6. おわりに 

本研究では，津波災害時における避難所配置

を数理最適化と GIS を用いて多角的に評価す

ることができた．今後の課題として，避難所の

収容量や，高低差を考慮した移動距離などの制

約条件の追加などが求められる．また，道路網

データの精度向上も重要である． 
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